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■　大阪府における障がいを理由とした差別に係る相談、紛争の防止・解決の体制整備の

あり方について
１．障害者差別解消法における相談等体制の整備に係る考え方

　（１）相談及び紛争の防止等のための体制の整備に係る規定

　　　法第１４条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理由とする差別に関する相談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制の整備を図るものとする。
※　〔都道府県と市町村の役割分担について〕

法においては、都道府県及び市町村の役割分担について明確な規定は設けていないが、「障害者差別解消支援地域協議会体制整備事業の実施に係る同協議会の設置・運営暫定指針（平成26年3月31日内閣府政策統括官（共生社会政策担当）決定）」（以下、「暫定指針」）において、「協議会（障害者差別解消支援地域協議会）を組織するに当たっては、障害者が日常生活等を営む地域において障害者差別の解消を推進するという障害者差別解消法の趣旨に照らし、地方自治法に規定する地方公共団体が主導して組織することを基本とし、その中には普通地方公共団体である都道府県及び市町村のほか、特別地方公共団体である特別区や（中略）も含まれる」とされていることからも、都道府県、市町村ともに、協議会の設置を含め相談、紛争の防止等の体制整備が求められていると考えられる。
　（２）相談及び紛争の防止等のための体制整備における既存機関の活用

　　（ア）行政肥大化防止の観点から、新たな機関は設置せず、既存の機関の活用・充実を図る（すでに、例えば行政相談委員による行政相談やあっせん、法務局や人権擁護委員による人権相談や人権侵犯事件としての調査救済といった、さまざまな制度により対応）。

　　（イ）「暫定指針」において、法第14条「国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理由とする差別に関する相談に的確に応ずる」とは、一義的には当該地域に存在する既存の相談窓口が行うものとされている。
（３）障害者差別解消支援地域協議会について

　　（ア）法の規定

　　　　法第17条　国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育その他の障がい者の自立と社会参加に関連する分野の事務に従事するもの（以下「関係機関」）は、当該地方公共団体の区域において関係機関が行う障がいを理由とする差別に関する相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により構成される障害者差別解消支援地域協議会を組織することができる。

（イ）障害者差別解消支援地域協議会（協議会）の事務

・　必要な情報を交換するとともに、障がい者からの相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障がいを理由とする差別を解消するための取組に関する協議。

・　構成機関等は、協議の結果に基づき、当該相談に係る事例を踏まえた障がいを理由とする差別を解消するための取組を行う。　　　など

　　　　　　　※　なお、協議会は、個別事案ごとに差別か否かの判断を行うことまでは想定
されないことに留意する必要があるとされている。
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千葉県

(平成19年7

月1日施行)

障害のある人の相談

に関する調整委員会

助言・

あっせん

「不利益取扱いをするこ

と」及び「合理的な配慮

に基づく措置を行わない

こと」に係る事案

知事は、調査を行う

ことができる
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んに従わないと

き）知事は勧告で
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―

熊本県

(平成24年4

月1日施行)

障害者の相談に関す

る調整委員会

助言・

あっせん

「不利益取扱い」に係る

事案

委員会は、関係者に

対し、必要な資料の

提出又は説明を求め

ることができる

（あっせん案を受

諾しないとき）知

事は勧告できる

（勧告に従わ

ないとき）知

事は公表でき

る


２．大阪府における相談、紛争の防止・解決体制整備の基本的な考え方について

○　府では、平成25年度に、府及び市町村における相談機関・相談事業の調査を行い、その結果を取りまとめて第２回部会（平成26年2月開催）において報告したところである。

　○　府においては、障がい者からの各種の相談に対応して障がい者の権利擁護を図るための「障がい者１１０番」や、また、「人権相談窓口」、「難病相談支援センター」、「労働相談」等様々な相談事業を実施し、差別に関することに関わらず、障がい者からの相談に応じている。

○　市町村においても、相談支援事業所や基幹相談支援センター等において、障がい者の日常生活、社会生活を支援するため、相談対応が行われているとともに、人権相談や消費生活相談等においても障がい者から相談が寄せられているとの報告があった。

○　このように、府及び市町村では、障がい福祉分野はもちろんのこと、人権、消費生活、住宅、医療、女性、雇用・就労、教育といった障がい者の日常生活に深く関わる様々な分野で相談事業が行われているところである。

　○　さらに、府や市町村が行う相談事業の他にも、障がい当事者団体が、障がい当事者からの相談に対応している。

　○　一方で、上記の調査において、相談機関等からは、下記のような相談対応の難しさや課題が寄せられている。

　　・　サービス提供等の契約における拒否事案の中には、経営リスク回避の要素が含まれる場合もあり、どのような行為が差別に当たるのかについて個別の事案によって判断が必要であり、見極めが難しい。

・　ヒアリング等の結果、両者の意見に食い違いがあり、事実を確認できない場合には、具体的な対応ができない。

・　相手方に差別意識はないと思われるが、店舗の面積が狭い等の理由で障がい者の入店を断る場合等、対応が困難。どこまで介入できるか難しい。

・　事実確認をしようと思っても、法令の根拠がないと困難である。


３．大阪府における相談、紛争の防止・解決の体制整備について

（１）差別解消部会における主な議論

　　　　差別解消部会における相談等体制整備に関する主な意見は次のとおり。

・　障がい者と事業者の間での事案の解決に向けた話し合いが重要。

・　障がいを理由とする差別の相談を専門的に取り扱う機関の必要性を議論すべき。

・　まず既存の相談機関に相談し、それでも解決できないときに第三者機関に相談できる体制整備を検討すべき。

・　不当な差別的取扱いに係る正当な理由は、第三者の立場から見ても納得を得られるようなものである必要があることからも、これを客観的に判断する機能として、中立的な立場の人や障害者差別解消支援地域協議会が必要と考えられるのではないか。

　　　・　新たな紛争解決機関の制度を検討すべき。

　　　・　ガイドラインにより事業者を指導して、納得が得られない場合に合意点を協議するような第三者機関が必要ではないか。
（２）地域の相談活動を支援する仕組みについて

　　　（議論のポイント）

　　　・　まず最初に相談が寄せられることの多い市町村等の相談機関等において、差別かどうかの判断が難しいときなど、困難事案に係る相談機関等に対するスーパーバイズを行う仕組みがあれば、事案の解決が促進されるのではないか。

・　市町村等の相談機関等において、差別を受けたとする障がい者と差別をしたとされる事業者等の当事者間の話し合いによる解決を促すことが難しいときなどに、当事者間や関係機関とのコーディネートを行う仕組みがあれば、事案の解決が促進されるのではないか。

　　　・　障がいを理由とした差別では、差別をしたとされる事業者等において必ずしも差別をした認識がなく、障がいや障がい者に関する理解不足や思い込みが原因となっている場合もあることから、中立・公平な立場から事業者等の誤解を解消し、理解を深めてもらう仕組みがあれば、事案の解決が促進されるのではないか。
〔参考〕

　　　○他府県における相談体制の例

　　　　千葉県「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」(平成19年7月1日施行)

　　　　　地域相談員：　障がい当事者からの相談に係る業務を行う。（身体障害者相談員、知的障害者相談員等）
　　　　　広域専門指導員：地域相談員に対し、相談ノウハウや専門知識についての助言・指導、関係機関との連携・調整などを行い、円滑な相談活動を確保する。

　　　　熊本県「障害のある人もない人も共に生きる熊本づくり条例」(平成24年4月1日施行)

地域相談員：障がい当事者からの相談に応じ、必要な助言や情報提供、関係者間の調整等を行う。（身体障害者相談員、知的障害者相談員等）

　　　　　広域専門相談員：上記の業務を行うとともに、地域相談員に対し指導、助言を行う。

（３）地域の相談機関等による解決が困難な事案に対応する仕組みについて

　　（議論のポイント）

　　・　地域の相談機関等において解決に至らなかった事案について、障がい当事者からの申立てに基づき、中立的・専門的な立場から判断する仕組みが必要ではないか。

・　「合理的配慮の不提供」については、配慮を必要とする障がい者の態様や状況等や配慮が求められた側の負担によって変わる個別性の非常に高いものであること、また、求められた側の負担が過大かどうかも、財政的なコスト、業務遂行に及ぼす影響、技術水準、事業の本質的内容を変更するようなものでないか等について考慮する必要があることを鑑みると、これらを考慮した必要な「合理的配慮」を示すことは困難ではないか。

・　解決策を検討するにあたり、事実関係の確認を行うための調査を可能とする仕組みが必要ではないか。

　　・　差別をしたとされる事業者等が、提示された解決策に正当な理由なく従わない場合もありうることから、実効性を確保するための仕組みが必要ではないか。
〔参考〕

　　○他府県における例
　　　　

（４）合理的配慮の実践を促進する仕組みについて

合理的配慮の不提供については、個別性が非常に高く、必要な合理的配慮を示すことは困難と思われることから、紛争を未然に防止することを目指して、事業者における障がい者に対する様々な配慮への優れた取組みや積極的な取組みを一層促す仕組みが必要ではないか。

４．大阪府における障害者差別解消支援地域協議会の設置について

　・　障害者差別解消法において、協議会の設置は地方公共団体の判断によるもので必置とはされていない。

・　しかし、地域において障がいを理由とする差別に関する相談や紛争の防止・解決等を推進するためのネットワークを構築し、いわゆる「制度の谷間」や「たらいまわし」が生じない体制の構築や地域全体での相談・紛争解決機能の向上が図られることが期待されていることなど障がいを理由とする差別解消に重要な役割を果たすことに鑑み、府においても設置に向けて検討していくべきと考える。

・　具体的には、国において「暫定指針」を参考に実施する体制整備事業の状況や、今後、示される予定の「設置・運営指針」を踏まえながら、検討に取組む。

・　なお、差別解消部会においてはこれまでに、「ガイドラインを策定した後も、社会状況の変化や相談事例の集積等を踏まえて必要な見直しを講じていくべき」、「障がい者等からの要望や、障がい者等からの相談事例を集約する仕組みがあれば、相談機能の充実につながるのではないか」といった議論がなされているところであり、協議会が、こうした相談事例の集積等の役割を担うことも考えられる。
資料４





相談、紛争の防止・解決については、障害者差別解消法の趣旨に基づき、既存の相談機関・相談事業を活用していくことを基本としつつも、府は広域的な立場から、障がい者が身近な地域で市町村等の相談機関等に相談する事案について、その解決に向けた対応を支援したり、地域での相談機関等による解決が困難な事案について、より専門的・中立的な立場から判断する仕組みを講じた体制整備を図っていくことが適当ではないか。
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